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Ⅰ 大学の現況及び特徴 

１ 現況  

（１）大学名  埼玉大学 

（２）所在地  埼玉県さいたま市 

（３）学部等の構成 

   学部：教養学部、経済学部、教育学部、理学部、

工学部 

   研究科：人文社会科学研究科、教育学研究科、 

理工学研究科 

   関連施設：図書館、情報メディア基盤センター、

基盤教育研究センター、英語教育開発センタ

ー、日本語教育センター、社会調査研究セン

ター、アドミッションセンター、統合キャリ

アセンターＳＵ、保健センター、脳末梢科学

研究センター、環境科学研究センター、アン

ビエント・モビリティ・インターフェイス研

究センター、科学分析支援センター、オープ

ンイノベーションセンター、プロジェクト研

究センター、総合技術支援センター、リサー

チ・アドミニストレーターオフィス、レジリ

エント社会研究センター、先端産業国際ラボ

ラトリー、国際開発教育研究センター、附属

学校（小学校、中学校、特別支援学校、幼稚

園） 

（４）学生数及び教員数（平成28年５月１日現在） 

 学生数：学部7,167人、大学院1,412人 

   専任教員数：566人 

   助手数：0人 

 

２ 特徴 

（１）歴史的発展 

埼玉大学は、旧制浦和高等学校、埼玉師範学校及び埼

玉青年師範学校の後を受けて、昭和24年５月に教育学部

および文理学部よりなる埼玉県下唯一の国立大学として

設置された。その後、平成５年には、教養学部、教育学

部、経済学部、理学部、工学部の５学部と、文化科学研

究科、教育学研究科、経済科学研究科、理工学研究科の

４研究科を擁する総合大学となった。 

さらに、平成27年には、文化科学研究科と経済科学研

究科を統合して人文社会科学研究科とした。 

（２）基本方針とその展開 

 埼玉大学の基本方針は、知の府としての普遍的な役割

を果たすこと、現代が抱える課題の解決を図ること、そ

して国際社会に貢献することである。 

 この基本方針に基づいて、大学全体として行いうる機

能強化のための戦略を展開している。とくに平成25年か

らは新構想「学部の枠を超えた再編・連携による大学改

革～ミッションの再定義に基づく研究力と人材育成の強

化～」のもとで、今日も大学改革を続けている。 

（３）埼玉大学 All in One Campus at 首都圏埼玉～多

様性と融合の具現化 

 埼玉大学は、全ての学部、研究科が全て一つのキャン

パスにあり、そのキャンパスが国内外からの様々な人材

が集まる首都圏埼玉に位置する。この学術と人材の多様

性を尊重しつつ融合を具現化することが、埼玉大学の人

材育成、研究を特徴づけている。 

（４）社会の要請に応じた人材育成 

 今日、社会的要請の強い理工系人材育成では、博士課

程前期の定員を段階的に増員して量的強化を図るととも

に、学部から博士前期への６年一貫教育を実施する準備

を進め質的強化も図っている。教員養成では、高度専門

職養成のため教職大学院を設置し、また地域のニーズに

合わせて小学校教員養成に重点をおいている。さらに文

理融合など、学部・研究科の連携を通じての特色ある多

様な教育プログラムの整備も進めている。 

（５）社会の課題に応える研究 

 理工学研究科に、戦略的研究部門として、埼玉大学が

強みを有する研究領域である、ライフ・ナノバイオ領域、

グリーン・環境領域、感性認知支援領域を設け、人的・

物的資源を集中した。そして、理化学研究所などと連携

して、「脳・末梢機能連関」、「がん診断・転移抑制」

など先端的な研究プロジェクトを展開している。 

（６）地域との協働 

 埼玉県が推進する「先端産業創造プロジェクト」に参

画し、「次世代有機太陽電池の研究開発」、「生活支援

ロボットの研究開発」、「感染症及びがんの早期検出薬

・診断薬の研究開発」に取り組んでいる。また、社会調

査研究センターは、埼玉県と共同で地域における課題解

決型の研究を進め、政策形成に必要なデータ収集目的の

調査を実施するなどしている。 
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Ⅱ 目的 

埼玉大学は、学校教育法第83条第１項に掲げる大学の理念を踏まえて、研究と教育を両輪とする個性的な総合

大学の構築を通じて、専門性を軸に幅広い教養を備えた人材の育成に努めるとともに、地球規模での人類的課題

や地域社会が抱える現実的課題に応える研究を積極的に推進する。併せて、大学の知的活動とその成果を地域社

会に還元する「社会に開かれた大学」、国際化時代に即応しうる「世界に開かれた大学」を目指し、時代の新し

い要請に応える活動を積極的に進める（学則第１条）。 

基本方針 

上記の目的を果たすため、埼玉大学は、次のような基本方針を掲げている。 

１）埼玉大学は知の府としての普遍的な役割を果たす。 

２）埼玉大学は現代が抱える課題の解決を図る。 

３）埼玉大学は国際社会に貢献する。 

目標 

さらに、これらの方針毎に以下のような具体的な目標を立てている。 

１）については、①時代を超えた大学の機能として知の継承と発展、新しい知の創造にまい進する。②次世代

を担う人材を育成する高度な教育及びイノベーションの創出につながる多様な学術研究を行って、存在感のある

教育研究拠点として輝く。 

２）については、①大学の知を現代的課題の解決のために統合して社会の期待に応える。②首都圏の一角を構

成する埼玉県下唯一の国立大学という特性を活かし、地域社会のニーズに応じた人材育成と研究開発を行って、

広域地域の活性化中核拠点としての役割を担う。 

３）については、①海外諸機関との連携を推進して、多様なグローバル人材を育成する。②人類が抱える世界

的諸課題に学術成果を還元する。 

 

学部・研究科等ごとの目的 

 教養学部 

 人文学及び関連する社会科学の諸成果を継承し、多様な文化及び価値観を理解するとともに、自ら問題を設定

・解決し、国内外の人々と的確に意思を疎通できる能力を培うことを通して、現代の文化及び社会の諸問題に対

処し得る人材を育成することを教育研究上の目的とする。 

 経済学部 

 経済学、経営学、法学をはじめとする社会科学の教育及び研究を通じ、自ら問題を発見し、分析し、解決する

ことができる人材の育成を教育研究上の目的とする。 

 教育学部 

 教職及び教科に関わる学問並びに芸術・スポーツ諸領域の総合的な研究及び教育を通じて広く教育の発展に寄

与し、主体的で豊かな人間性を基底としつつ教職に必要な専門的な知識・技能を身につけた、理論及び実践の両

面にわたる力量ある質の高い教員の養成を教育研究上の目的とする。 

 理学部 

 数理、素粒子から物質、宇宙、生命まで、自然界のあらゆる現象について、その仕組みを理解し、原理・法則

性の探求を目指す学問分野として、幅広い教養とともに専門性に根ざした理学の発展の基礎を修得し、広い視野

からものごとをとらえ、自ら課題を探求・発見・解決できる能力を備え、社会と時代とをリードできる創造性に

富んだ人材の育成を教育研究上の目的とする。 

 工学部 
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 自然科学、人文・社会科学等に対する幅広い教養及び知識を有するとともに、工学の専門分野における十分な

知識及び能力を備え、次代の産業社会を担う優れた技術者の養成をめざし、博士前期課程における高度技術者及

び研究者の養成にもつなげるための専門的能力の付与に力点をおいた教育研究を行うことを目的とする。 

 

 人文社会科学研究科 

 博士前期課程においては、人文学・社会科学の幅広い研究を基礎とし、知識基盤社会の知的担い手となる高度

専門職業人、修士の学位を持つ社会人、日本・アジアの視点を軸にグローバルに活躍しうる人材の育成を教育研

究上の目的とする。 

 博士後期課程においては、博士前期課程の目的に加え、問題把握能力に優れ、広い視野と総合的な判断力を備

え、新しい知を創造できる自立した研究者としての能力を有する高度専門職業人の育成を教育研究上の目的とす

る。 

 教育学研究科 

 修士課程においては、人間・社会・自然に関する広い視野を保ちながら、学校教育に関わる理論的かつ実践的

な研究及び教育を行うことにより、わが国の教育水準の向上に必要な専門的力量及び研究能力を豊かに備えた人

材を育成することを教育研究上の目的とする。 

 専門職学位課程においては、教育現場の諸課題を解決できる高度な専門性と実践的指導力の要素として、最新

の理論を踏まえた高度な教育実践力、将来社会を見据え学校の可能性を高める教育構想力、幼児・児童・生徒の

心理と行動の深い理解と対応力及び発達障害の理解を含む特別支援教育の実践力を身につけることを目的とする。 

 理工学研究科 

 博士前期課程においては、学部における専門基礎教育をもとに、専門分野のみならず基礎から応用にわたる広

い関連知識の修得を目指す高度専門教育を通して、独創性のある国際的なレベルの研究者へ成長するための基礎

を備えた人材又は国際的な知識基盤社会において指導的役割を果たすことができる高度専門職業人の育成を教育

研究上の目的とする。 

 博士後期課程においては、博士前期課程までに培ってきた基礎から応用にわたる知識・学力をもとに、専門分

野への深い洞察力、関連分野への理解及びそれを活用する能力並びにたゆまず自己研鑽を続ける能力を磨くこと

を通して、学問の新しい潮流又は社会及び産業の動向に対応できる知識を備え、学問の新領域又は新技術・新産

業を創出することのできる研究者及び技術者の育成を教育研究上の目的とする。 
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Ⅲ 選択評価事項Ｂ 地域貢献活動の状況 

 

１ 選択評価事項Ｂ 「地域貢献活動の状況」に係る目的 

 

（１）基本方針 

 本学では、実現を目指す基本的な方針（基本方針）を定めている。基本方針のひとつに、「埼玉大学は現代が抱える課題の解決を図

る」と掲げ、その中で、地域を志向した次の２つの具体的な事項を定めている。 

○大学の知を現代的課題の解決のために統合して社会の期待に応える。 

○首都圏の一角を構成する埼玉県下唯一の国立大学という特性を活かし、地域社会のニーズに応じた人材育成と研究開発を行って、

広域地域の活性化中核拠点としての役割を担う。 

 

（２）新たなビジョン「埼玉大学 All in One Campus at 首都圏埼玉～多様性と融合の具現化」 

 文系・理系・教員養成系の全学部が首都圏埼玉の１キャンパスに集まり、多様な学生が集う本学の特性を活かし、広域地域の活性

化中核拠点としての役割を積極的に担い本学の個性化を目指すものとして、新たなビジョン「埼玉大学 All in One Campus at 首都

圏埼玉～多様性と融合の具現化」を掲げている。 

 

（３）法人の地域貢献に関する目標 

 本学では、これまでも、基本方針、中期目標に沿って、広域地域社会における社会的使命に応える首都圏の大学としての役割を果

たすため、各種地域貢献活動を展開してきた。平成28年度からの第３期中期目標期間を迎えるにあたり、これまでの取組を踏まえつ

つ、さらに新たなビジョンをより具体的かつ明確にするため、文部科学大臣が第３期中期目標を定めるにあたり意見を延べ、地域貢

献に関して、次の中期目標が設定された。 

［（前文）大学の基本的な目標【抜粋】］ 

○第２の基本目標として、埼玉大学は、産学官の連携によって、知の具体的な活用を促進し現代が抱える諸課題の解決を図るとと

もに、地域社会とのコミュニケーションを積極的に図り、そのニーズに応じた人材を育成して、広域地域の活性化中核拠点として

の役割を積極的に担う。 

［社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標］ 

（社会との連携及び地域を志向した教育・研究に関する目標） 

○地域社会との連携を一層推進し、本学の教育により養成する多様な人材を、埼玉県をはじめとする首都圏地域社会に輩出する。 

○強みや特色のある研究力の強化と、自治体・企業・地域社会との連携による、事業化・起業等を見据えた応用研究・開発力の強

化を一層推進し、首都圏地域社会の活性化に資する。 

（社会貢献に関する目標） 

○埼玉県、さいたま市、及び地域貢献に関する協定締結先機関との連携活動を、学内諸組織との協働や学生の参画をもってより一

層強化する。 
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２ 選択評価事項Ｂ 「地域貢献活動の状況」の自己評価 

 

（１）観点ごとの分析 

 

観点Ｂ－１－①： 大学の地域貢献活動の目的に照らして、目的を達成するためにふさわしい計画や具体的方

針が定められているか。また、これらの目的と計画が適切に公表・周知されているか。 

 

【観点に係る状況】 

 本学は、実現を目指す基本方針において、広域地域の活性化中核拠点としての役割を積極的に担うべく、次の

事項を明確に掲げている（別添Web資料Ｂ－１－①－１）。 

○大学の知を現代的課題の解決のために統合して社会の期待に応える。 

○首都圏の一角を構成する埼玉県下唯一の国立大学という特性を活かし、地域社会のニーズに応じた人材育

成と研究開発を行って、広域地域の活性化中核拠点としての役割を担う。 

また、第３期中期目標期間に繋がる本学の新たなビジョンとして掲げた「埼玉大学 All in One Campus at 首

都圏埼玉～多様性と融合の具現化」のもと、文系・理系・教員養成系の全学部が首都圏埼玉の１キャンパスに集

まり、多様な学生が集う本学の特性を活かし、文理融合型産学官金・共創スペース「先端産業国際ラボラトリー」

や、地域のニーズに則した人材育成のための「統合キャリアセンターＳＵ」等の地域を志向した新たな組織の設

置にも取組み、広域地域の活性化中核拠点としての機能をより一層強化することとしている（別添Web資料Ｂ－

１－①－２）。 

基本方針や新たなビジョンを踏まえ設定された本学の地域貢献に関する中期目標では、社会との連携・地域へ

の貢献の側面から、主として「①教育面での社会連携・地域貢献」、「②研究面での社会連携・地域貢献」及び「③

一般的な社会連携・地域貢献」の３つに区分される。その目標を達成するため、具体的な計画を中期計画に定め

ている（資料Ｂ－１－①－Ａ）。 

なお、基本方針、新たなビジョン、中期目標・中期計画は本学のホームページに掲載し公表・周知している。

また、学内の教職員に対しては、特に中期目標・中期計画の策定過程において、全学の主要会議を通じてビジョ

ンの共有が図られている。 

 

資料Ｂ－１－①－Ａ 第３期中期目標・中期計画における「社会連携・地域貢献」に関する項目 

区 分 
第３期中期目標・中期計画 

中期目標 中期計画 

①教育面

での社会

連携・地域

貢献 

○地域社会との連携を一層推進し、本学の

教育により養成する多様な人材を、埼玉県

をはじめとする首都圏地域社会に輩出す

る。 

○大学と地域企業等との双方向コミットメントを密にした学内外協働

による実務教育の実施、地域志向科目の創設、県内インターンシップの

充実など、地域を志向した教育環境を充実させ、首都圏地域社会にイノ

ベーション人材、グローバル人材等の多様な人材を輩出する。また、大

学と教育委員会との連携により、一貫した教員養成・研修による教員の

資質向上を図る。 

○平成28年度の教育学研究科専門職学位課程の設置に伴い、平成33年

度末には、修了者の教員就職率を90％とし、また、専門職学位課程の設

置と連動させて、教育学部では、県内における小学校教員養成の拠点機
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能を果たすべく実践的な教育を充実させ、平成33年度末には、小学校

教員採用の県内占有率35％を確保する。 

②研究面

での社会

連携・地域

貢献 

○強みや特色のある研究力の強化と、自治

体・企業・地域社会との連携による、事業

化・起業等を見据えた応用研究・開発力の

強化を一層推進し、首都圏地域社会の活性

化に資する。 

○オープンイノベーションセンター及び社会調査研究センターを中心

に自治体・企業・地域社会における課題やニーズの把握に積極的に取り

組み、これらの多様な社会セクターと連携した研究活動等を推進する。

○先端産業国際ラボ（仮称）を設置し、事業化・起業等を見据えた産学

官金の連携による共創スペース等の導入により、地域活性化中核拠点と

しての役割を果たす。 

③一般的

な社会連

携・地域貢

献 

 

○埼玉県、さいたま市、及び地域貢献に関

する協定締結先機関との連携活動を、学内

諸組織との協働や学生の参画をもってよ

り一層強化する。 

 

○自治体、産業界との連携による公開講座、セミナー等を積極的に開催

するとともに、高校生等の地域住民が大学教育に触れる機会を提供す

る。 

○学生の地域社会への関心の涵養に資するため、自治体等への政策提言

や大学と地域企業等との双方向コミットメントによる課題解決型プロ

ジェクト等への参画を通じて、学生による地域社会への貢献を支援す

る。 

○研究成果発信の一環としての各種イベント出展等を学内組織協働の

下に推進する。 

（出典：国立大学法人埼玉大学「第３期中期目標・中期計画」 

   http://www.saitama-u.ac.jp/guide/pdf/160329chuki-m-k.pdf） 

 

・別添Web資料 Ｂ－１－①－１ 国立大学法人埼玉大学「基本方針」 

http://www.saitama-u.ac.jp/guide/aim.html 

・別添Web資料 Ｂ－１－①－２ 「埼玉大学 All in One Campus at 首都圏埼玉～多様性と融合の具現化」

   http://www.saitama-u.ac.jp/guide/All-in-One-Campus/pdf/All-in-One-Campus.pdf 

 

【分析結果とその根拠理由】 

基本方針や新たなビジョンを踏まえ設定された中期目標に基づき、具体的な中期計画を定めている。これらの

基本方針、新たなビジョン、中期目標・中期計画は、ホームページに掲載し公表・周知を図るとともに、教職員

にも共有されている。 

以上のことから、地域貢献活動の目的に照らして、計画や具体的方針が定められており、適切に公表・周知さ

れていると判断する。 

 

 

観点Ｂ－１－②： 計画に基づいた活動が適切に実施されているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学の社会連携・地域貢献活動は、学長のリーダーシップのもと、直轄組織である「学長室」及び「広報渉外

室」と、理事・副学長を中心とする全学組織との連携体制を軸として、各部局とも連携を図りつつ、中期計画に

基づき、主として「①教育面での社会連携・地域貢献」、「②研究面での社会連携・地域貢献」及び「③一般的な
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社会連携・地域貢献」の３つを柱に、各種活動を展開している（資料Ｂ－１－②－Ａ）。 

 

資料Ｂ－１－②－Ａ 埼玉大学社会連携・地域貢献活動概要図 

 
（出典：「教育・研究等評価室」作成資料） 

 

Ⅰ 教育面での社会連携・地域貢献 

 主として教育面での社会連携・地域貢献活動は、理事（教学・学生担当）を機構長とする全学組織の教育機構

を中心として展開している（別添Web資料Ｂ－１－②－１）。また、学部等の各部局においても、特性を活かした

活動を展開している。さらに、新たなビジョンを踏まえた組織の設置にも取り組んでいる。 

 

＜全学的な取組＞ 

（１）社会人の学び直しの取組 

教育機構では平成27年度後期より、社会人の学び直し及び生涯学習に対する社会的要請に応え、社会人の大学

院進学を促進することを目的として、「埼玉大学ノンディグリープログラム」を開始した。本プログラムは、一般

市民の方々（大学卒業以上又はこれと同等の学力があると認められる方）を対象として、全学体制で大学院レベ

ルの授業科目を提供するものであり、プログラム修了後、本学大学院に合格し入学した場合は、研究科の単位と

して認定することも可能としている（別添Web資料Ｂ－１－②－２）。  

 

（２）社会調査等の取組 

 教育機構に置く「社会調査研究センター」では、社会調査士・専門社会調査士の養成を行うとともに、埼玉県

内を中心に自治体や企業からの依頼に応じて、社会調査や世論調査を実施している。 

 平成27年度には、埼玉県との共同による「人口減少に対応した地域づくり」意識調査を、県下の７市町（川越
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市・秩父市・本庄市・戸田市・幸手市・小川町・鳩山町）の住民3,500人（各500人）を対象に実施した。また、

毎日新聞社との共同全国世論調査「日本の世論2015」を寄付型調査により実施した。 

 実施した調査の結果は、センターの年報「政策と調査」としてまとめられ、当該センターのホームページに掲

載するなど広く公表されている（別添Web資料Ｂ－１－②－３）。 

 また、平成22年度から毎年、埼玉県知事に政策を提言する「知事と学生の意見交換会」を開催している。これ

は、若者の感性を県政に生かすとともに、大学を生きた学習の場とすることを目的として、「社会調査研究センタ

ー」が中心となり、経済学部及び工学部のゼミと連携して学生からの政策提言を行うものである（別添Web資料

Ｂ－１－②－４）。 

 

（３）新たなビジョンを踏まえた組織の設置 

地域のニーズを把握し、学生のキャリア形成を一貫して支援することを目的として、平成28年４月に「統合キ

ャリアセンターＳＵ」を設置した。同センターの設置により、教育機構の体制を強化し、地域志向科目による埼

玉県の魅力発信、官産学コラボ・インターンシップによる就労経験、産学共同研究を基とした産学協働ＰＢＬ、

社会人の学び直し機能の充実等、キャリア教育を地域と連携しつつ実践することとしており、本学の教育面にお

ける社会連携・地域貢献活動において、中核組織としての役割を果たすこととなる（資料Ｂ－１－②－Ｂ）。 

 

資料Ｂ－１－②－Ｂ 「統合キャリアセンターＳＵ」設置・強化後の教育機構体制図 

 

（出典：「学長室」作成資料） 

 

・別添Web資料Ｂ－１－②－１ 国立大学法人埼玉大学教育機構規程 

   http://www.saitama-u.ac.jp/houki/houki-n/reg-n/2-2-01.pdf 

・別添Web資料Ｂ－１－②－２ 埼玉大学ノンディグリープログラムの募集 
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   http://www.saitama-u.ac.jp/news_archives/20160209-2.html 

・別添Web資料Ｂ－１－②－３ 社会調査研究センター年報「政策と調査」 

http://ssrc.saitama-u.ac.jp/service.html 

・別添Web資料Ｂ－１－②－４ 平成27年度政策提言の実施状況 

   http://www.saitama-u.ac.jp/news_archives/20151113-1.html 

 

＜部局を中心とする取組＞ 

教育学部の「附属教育実践総合センター」では、平成23～25年度の間、独立行政法人教員研修センターからの

委託を受け、「教職員キャリアアップ・サポートセミナー」を実施した。これは、さいたま市内の教職員の資質能

力の向上を目的として、さいたま市の教職員を対象に、いじめ・不登校などの学校現場が抱える現代的課題を題

材に講義・演習等を実施した。また、平成26年度は、受講者からの高い評価を受け、学部独自で実施した（資料

Ｂ－１－②－Ｃ、別添資料Ｂ－１－②－５）。 

教育学部附属特別支援学校に置く「特別支援教育臨床研究センター」では、埼玉県内の保育所、幼稚園、小学

校、中学校、高等学校に在籍する児童生徒を対象に、学校コンサルテーションを展開している。これは、特別支

援学校教員を含む専門相談員、大学教員で構成するスタッフにより、園や学校を訪問して観察をしたうえで、管

理職・担任・特別支援コーディネーターなど関係のある先生方と、具体的な支援方法について協議するものであ

る（別添Web資料Ｂ－１－②－Ｄ）。 

なお、「特別支援教育臨床研究センター」は、平成28年度より特別支援学校附属から教育学部附属へと格上げ

することを決定し、埼玉県の特別支援教育の推進エンジンと位置づけ、独立した建物を整備するなど教員研修機

能や学校コンサルテ－ション機能を強化した（別添Web資料Ｂ－１－②－６）。 

 

資料Ｂ－１－②－Ｃ 「教職員キャリアアップ・サポートセミナー」の活動状況 

年度 講義数 参加人数（延べ） 

平成23年度 全２回  14人 

平成24年度 全10回 106人 

平成25年度 全10回 190人 

平成26年度 全４回  69人 

（出典：教育学部集計資料） 

 

資料Ｂ－１－②－Ｄ 「学校コンサルテーション」の件数  

年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

件数 24件 26件 39件 49件 56件 

（出典：教育学部集計資料） 

 

・別添資料Ｂ－１－②－５ 平成26年度教職員キャリアアップ・サポートセミナー実施概要 

・別添Web資料Ｂ－１－②－６ 国立大学法人埼玉大学教育学部附属特別支援教育臨床研究センター規程 

http://www.saitama-u.ac.jp/houki/houki-n/reg-n/3-3-02.pdf 
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Ⅱ 研究面での社会連携・地域貢献 

 主として研究面での社会連携・地域貢献活動は、理事（研究・産学官連携担当）を機構長とする全学組織の研

究機構を中心として展開している（別添Web資料Ｂ－１－②－７）。さらに、新たなビジョンを踏まえた組織の設

置にも取り組んでいる。 

 

＜全学的な取組＞ 

（１）産学官連携等の取組  

研究機構に置く「オープンイノベーションセンター」は、自治体等との共同研究や研究交流を推進するなど、

本学における産学官連携の中核的な役割を担っている（別添Web資料Ｂ－１－②－８）。 

「オープンイノベーションセンター」では、平成12年に埼玉県商工会議所連合会、埼玉県商工会連合会、埼玉

県中小企業団体中央会、埼玉県中小企業振興公社（現埼玉県産業振興公社）、埼玉県経営者協会、埼玉経済同友会

とともに、県内企業等と本学の研究とを有機的に結びつけ、地域産業の一層の発展を図ることを目的として設立

した「埼玉大学産学官連携協議会」と連携した活動を継続して実施している（資料Ｂ－１－②－Ｅ）。協議会では

平成19年度より、県内企業等の経営者、技術者及び本学の研究者との交流の場として、「産学交流会テクノカフ

ェ」を継続的に開催しており、企業の方を講師とする基調講演、大学の研究成果の事例発表などの取組が行われ、

平成27年度には第16回を数えた（資料Ｂ－１－②－Ｆ、別添Web資料Ｂ－１－②－９）。 

また、平成26年度より埼玉県が展開する先端的な研究成果と県内中小企業の優れた技術を融合させて新たな成

長を創り出す「先端産業創造プロジェクト」へ参画している。「オープンイノベーションセンター」が中心となっ

て、県から埼玉大学先端産業実用化開発事業費補助金の交付を受け、「次世代有機太陽電池の研究開発」、「生活支

援ロボットの研究開発」及び「感染症及びがんの早期検出・診断薬の研究開発」の３プロジェクトにおいて実用

化・製品化に向けた取組を推進している（別添Web資料Ｂ－１－②－10）。平成27年度には、企業との共同開発

による成果が製品化に繋がっている（別添資料Ｂ－２－②－11）。 

  

（２）レジリエント社会の構築 

複合科学的見地から真のレジリエント社会構築に向けて必要な研究を行い、その成果の社会への還元を目指す

ことを目的として、研究機構のもとに「レジリエント社会研究センター」を設置している（別添Web資料Ｂ－１

－②－12）。 

「レジリエント社会研究センター」では、東日本大震災からの復興支援及び地域活性化に寄与するとともに、

防災・減災工学、砂浜再生などの海岸工学分野における技術開発に貢献するため、平成27年６月に岩手県大槌町

と協定を締結した。当該センターと大槌町は震災以降、「防潮堤周辺の減災構造を高める海岸林構造」や、「震災

により消失した浪板海岸の砂浜再生手法の検討」のプロジェクトを共同実施している。砂浜再生のプロジェクト

では、震災後の湾内の砂の動態を把握することで砂浜再生の可能性を探り、適切な養浜手法を明らかにすること

を目的として、本学の学生も調査に参加している（別添Web資料Ｂ－１－②－13）。 

また、当該センター内に「関東地区自然災害資料センター」を設置し、関東地方を中心とした地域の自然災害

に関する資料や航空写真を収集し公開している（別添Web資料Ｂ－１－②－14）。 

そのほか当該センターでは、防災や環境保全に関する活動成果を広く情報公開することを目的として、一般の

地域住民を対象に「彩の国市民科学オープンフォーラム」を毎年開催している（資料Ｂ－１－②－Ｇ）。  

 

（３）科学分析等 

学内における教育・研究のための共同利用を支援するとともに、科学分析技術の研究・開発を行うことを目的
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として、研究機構のもとに「科学分析支援センター」を設置している（別添Web資料Ｂ－１－②－15）。 

当該センターでは、他大学・民間機関等からの依頼を受け、センターの機器による分析を請け負っており、平

成26年度からは、「埼玉大学産学官連携協議会」へ参画する団体への分析料金を半額として本学の機器の積極的

な活用を促した。その結果平成26年度以降は依頼分析件数が大きく上昇している（資料Ｂ－１－②－Ｈ）。 

また、平成20年度に埼玉県ボート協会、及び、平成22年度から戸田ボートコース水質浄化実行委員会から委

託され、水質浄化に効果があるとされているイケチョウ貝の浄化能力に化学的・生物学的に分析を施すなど、戸

田ボートコースの水質浄化活動に継続して取り組んでいる（別添資料Ｂ－１－②－16）。 

 

（４）新たなビジョンを踏まえた組織の設置 

共創型ワークショップや先端産業インキュベーションの実現を目指すことを目的として、平成28年４月に「先

端産業国際ラボラトリー」を設置した。当該組織は研究機構の下に設置され、産官学金連携による研究・開発協

働、製品化・事業化等を見据え、本学と地域社会・世界とのインターフェイス拠点として機能させることとなる

（資料Ｂ－１－②－Ｉ）。 

 

資料Ｂ－１－②－Ｅ 「埼玉大学産学官連携協議会」の構成図 

 

（出典：オープンイノベーションセンターホームページ http://www.saitama-u.ac.jp/coic/kyougi/） 

 

資料Ｂ－１－②－Ｆ 「産学交流会テクノカフェ」の開催状況 

回 テーマ 参加者数

第12回 世界に羽ばたく埼玉県内の産・学が最先端技術を披露します！ 68人 

第13回 人と環境に優しい世界を目指した産学官連携の取組を披露します！ 83人 

第14回 未来を切り拓く最先端の素材・加工技術を披露します！ 92人 
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第15回 埼玉大学が取り組む 「先端産業創造プロジェクト」 70人 

第16回 進む高齢社会の中で －企業の社会的使命、地域社会との共生、貢献を考える 99人 

（出典：「オープンイノベーションセンター」集計資料） 

 

資料Ｂ－１－②－Ｇ 「彩の国市民科学オープンフォーラム」の開催状況 

年度 テーマ 参加者数

平成23年度 わが身、我が家を守る － 東日本大震災の教訓 － 140人 

平成24年度 大震災からの復興に向けて － 地盤工学からのアプローチ － 108人 

平成25年度 災害の後片付け － 大災害後の長期対応 －  83人 

平成26年度 レジリエント社会に向けた埼玉の取り組み  64人 

平成27年度 首都直下地震への備え － 道路インフラと埼玉県の役割 － 116人 

（出典：「レジリエント社会研究センター」集計資料） 

 

資料Ｂ－１－②－Ｈ 「科学分析支援センター」での依頼分析件数 

年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

件数 ８件 28件 ７件 46件 224件 

（出典：「科学分析支援センター」集計資料） 

 

資料Ｂ－１－②－Ｉ 「先端産業国際ラボラトリー」イメージ図 

 

（出典：「学長室」作成資料） 

 

・別添Web資料Ｂ－１－②－７ 国立大学法人埼玉大学研究機構規程 

   http://www.saitama-u.ac.jp/houki/houki-n/reg-n/2-2-02.pdf 
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・別添Web資料Ｂ－１－②－８ 国立大学法人埼玉大学研究機構オープンイノベーションセンター規程 

   http://www.saitama-u.ac.jp/houki/houki-n/reg-n/2-2-04.pdf 

・別添Web資料Ｂ－１－②－９ 「産学交流会テクノカフェ」の開催状況 

http://www.saitama-u.ac.jp/coic/kyougi/techno/ 

・別添Web資料Ｂ－１－②－10 先端産業創造プロジェクト紹介 

   http://www.saitama-u.ac.jp/coic/project/ 

・別添資料Ｂ－１－②－11 「静電容量型６軸力覚センサの事業化」記事 

・別添Web資料Ｂ－１－②－12 国立大学法人埼玉大学研究機構レジリエント社会研究センター規程 

   http://www.saitama-u.ac.jp/houki/houki-n/reg-n/2-2-08.pdf 

・別添Web資料Ｂ－１－②－13 岩手県大槌町との協定の締結と活動状況 

   http://iirs.blog.fc2.com/blog-entry-30.html 

・別添Web資料Ｂ－１－②－14 関東地区自然災害資料センター 

http://iirs.saitama-u.ac.jp/Natural/information.html 

・別添Web資料Ｂ－１－②－15 国立大学法人埼玉大学研究機構科学分析支援センター規程 

http://www.saitama-u.ac.jp/houki/houki-n/reg-n/2-2-09.pdf 

・別添資料Ｂ－１－②－16 イケチョウ貝による水質浄化活動 

 

Ⅲ 一般的社会連携・地域貢献 

一般的な社会連携・地域貢献活動は、学長直轄の組織である「広報渉外室」と、副学長（広報・社会連携担当）

を室長とする本学の社会連携の企画立案・実施を担う「社会連携室」が、連携し中心となって展開している（別

添Web資料Ｂ－１－②－17、別添Web資料Ｂ－１－②－18）。 

なお、「広報渉外室」は、学長のリーダーシップのもとに、広報・社会連携を推進するため、事務局総務課にあ

った機能を独立し、学長直轄として平成27年10月に設置された組織である。 

また、学部等の各部局においても、特性を活かした活動を展開している。 

 

＜全学的な取組＞ 

（１）全学体制での公開講座 

 平成21年度の本学創立60周年を機に、一般の市民を対象に読売新聞さいたま支局との共催による「連続市民

講座」を開始した。「社会連携室」と「広報渉外室（平成27年度９月までは事務局総務課広報室）」が実施主体と

なり、各学部・研究科と連携する全学的な公開講座として、平成21年度～27年度の間にPart１～６の講座を開

講しており、講座ごとにテーマを変え、また、本学の各学部・研究科の教員が講師となり、講座の中で毎回異な

る講師が、様々な角度からテーマに沿った講演を行うなど工夫を凝らした講座を開設し毎回多くの参加者を得て

いる（資料Ｂ－１－②－Ｊ）。 

     

（２）図書館の開放と地域共同リポジトリへの参加 

 図書館では、図書館内にある資料を利用しての研究・調査・学習を希望される一般の方に開放し、図書の閲覧、

貸出、及び雑誌の閲覧、複写の利用を可能としている（資料Ｂ－１－②－Ｋ、別添Web資料Ｂ－１－②－19）。 

また、図書館は、埼玉県大学・短期大学図書館協議会（ＳＡＬＡ）における埼玉県地域共同リポジトリ（学術

情報発信システムＳＵＣＲＡ）にシステム管理者として参加している（別添Web資料Ｂ－１－②－20）。 

 ＳＵＣＲＡは、埼玉県内の大学等（本学、文教大学、城西大学、埼玉女子短期大学、跡見学園女子大学、淑徳
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大学国際コミュニケーション学会、埼玉純真短期大学、埼玉県立大学、共栄大学、埼玉東萌短期大学）の10機関

が、学術雑誌掲載論文、紀要論文、科学研究費補助金成果報告書、学位論文、研究発表プレゼン資料、さらには

所蔵する貴重資料などを登録し、収集・蓄積・保存した学術成果を、インターネットを通じて無償で学内外へ、

さらに広く世界へ発信するシステムである。 

  

資料Ｂ－１－②－Ｊ 「連続市民講座」の開催状況 

Ｎｏ 開催時期 テーマ 講演回数 参加者数（延べ）

Part１ 平成21年３～12月 「埼玉の過去・現在・未来を知る」 10回 3,680人 

Part２ 
平成22年10月～ 

平成23年９月 
「世界がわかる、人間がわかる」 10回 3,940人 

Part３ 平成24年７～12月 「共に生きる･共に学ぶ・共に創る」 ６回 2,340人 

Part４ 平成25年７～12月 「共に探究する「知」」 ６回 1,501人 

Part５ 平成26年７～12月 「今、環境について考える」 ６回 1,518人 

Part６ 平成27年６～８月 「過去から見える、埼玉の未来」 ４回 1,528人 

（出典：「広報渉外室」集計資料） 

 

資料Ｂ－１－②－Ｋ 図書館の一般利用状況 

年度 入館者数 貸出冊数 文献複写利用件数 

平成23年度 1,339人 1,368冊 1,859件 

平成24年度 1,161人   907冊 1,801件 

平成25年度   995人  880冊 1,594件 

平成26年度   557人   820冊 1,396件 

平成27年度  508人   480冊 1,027件 

（出典：「図書館」集計資料） 

 

・別添Web資料Ｂ－１－②－17 国立大学法人埼玉大学広報渉外室規則 

   http://www.saitama-u.ac.jp/houki/houki-n/reg-n/2-6-09-02.pdf 

・別添Web資料Ｂ－１－②－18 国立大学法人埼玉大学社会連携室規則 

   http://www.saitama-u.ac.jp/houki/houki-n/reg-n/2-6-14.pdf 

・別添Web資料Ｂ－１－②－19 図書館利用の学外者への案内 

   http://home.lib.saitama-u.ac.jp/?page_id=29 

・別添Web資料Ｂ－１－②－20 学術情報発信システムＳＵＣＲＡ 

   http://sucra.saitama-u.ac.jp/modules/xoonips/ 

 

＜部局を中心とする取組＞ 

各学部、研究科では、それぞれの特性に応じて公開講座等による学習機会の提供を継続して行っている。 

教養学部では、埼玉県立歴史と民俗の博物館、埼玉県立近代美術館との共催により「ミュージアム・カレッジ」

を開催している。一般の市民を対象に、博物館又は美術館を会場として、毎年交互に会場を変えて民俗や芸術な

ど会場に合ったテーマを設定し、本学の教員を含む第一線の専門研究者が多彩な切り口から講演を実施している
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（資料Ｂ－１－②－Ｌ）。 

経済学部では、さいたま市教育委員会との共催により「経済学部市民講座」を開催している。さいたま市内在

勤・在住の18歳以上の社会人を対象に、政治や経済、経営をテーマに設定し、地域企業と大学との連携や、市民

の高度で専門的な学習要求に応えることを目的としている（資料Ｂ－１－②－Ｍ）。また、独自の公開講座として、

「経済学部コミュニティ・カレッジ」を開催している。一般の市民を対象に、昨今の社会的な話題をテーマとし

て、本学の教員が講演を実施している（資料Ｂ－１－②－Ｎ）。 

理工学研究科では、「科学者の芽育成プログラム」を実施している。これは、平成20年度に科学技術振興機構

（ＪＳＴ）の「未来の科学者養成講座」に採択された事業で、「未来の科学者」になりうる児童・生徒の好奇心を

涵養し、目的意識を早期に目覚めさせ、本人がその潜在的な力を出し、発見能力や可能性に気づく着想力、思考

力を伸ばすための支援を目的として、小学生、中学生及び高校生を対象に、３つのステップ（１．理数分野に興

味を持たせる。２．興味や意欲を伸ばす。３．専門領域へ進展させる）から構成され、講演型連続セミナー、体

験型実験・実習セミナーと最先端の研究施設の見学、研究室配属によるテーマ研究、研究発表会で構成されたプ

ログラムを提供している（資料Ｂ－１－②－Ｏ、別添Web資料Ｂ－１－②－21）。 

 

資料Ｂ－１－②－Ｌ 「ミュージアム・カレッジ」の開催状況 

年度 開催場所・テーマ 参加者数（延べ）

平成23年度 埼玉県立近代美術館・「瑛九と日本の前衛：美術・写真・文学」 166人 

平成24年度 埼玉県立歴史と民俗の博物館・「職人の世界」 239人 

平成25年度 埼玉県立近代美術館・「拡張するデザイン」 143人 

平成26年度 埼玉県立歴史と民俗の博物館・「民衆の世界」 317人 

平成27年度 埼玉県立近代美術館・「旅と芸術 - 発見・驚異・夢想」 143人 

（出典：「教養学部」集計資料） 

 

資料Ｂ－１－②－Ｍ 「経済学部市民講座」の開催状況 

年度 テーマ 参加者数

平成23年度 政治・経済・社会の今を考える 120人 

平成24年度 世界と日本の経済・経営について考える 111人 

平成25年度 現代経済・社会の論点 122人 

平成26年度 現代社会の論点 108人 

平成27年度 現代社会を観る視点 127人 

（出典：「経済学部」集計資料） 

 

資料Ｂ－１－②－Ｎ「経済学部コミュニティ・カレッジ」の開催状況 

年度 テーマ 参加者数

平成23年度 日本経済の歴史と課題 118人 

平成24年度 緊急特集『ユーロは崩壊するか？』 150人 

平成25年度 『アベノミクス』の理論と現実 127人 

平成27年度 日本の過去と現在  85人 

（出典：「経済学部」集計資料）※平成26年度「経済学部コミュニティ・カレッジ」は未開催 



埼玉大学 選択評価事項Ｂ 

- 16 - 

 

資料Ｂ－１－②－Ｏ 「科学者の芽育成プログラム」の開催状況 

年度 プログラム等（開催日等） 
参加者数 

小学生 中学生 高校生

平成23 
年度 

ｽﾃｯﾌﾟ 1 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ：（5/14, 6/4, 7/30, 10/1, 11/12, 12/3, 1/6）  45人  10人 － 

ｽﾃｯﾌﾟ 2 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ：（5/14, 6/4, 8/2,3, 10/1, 11/12, 12/3, 1/5,6, 3/24）   1人  10人  25人

ｽﾃｯﾌﾟ 3研究ﾃｰﾏ数：（１） － －   1人

平成24 
年度 

ｽﾃｯﾌﾟ 1 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ：（5/13, 6/10, 7/28, 9/1,17, 10/6, 11/1, 12/1,26）  35人  66人 － 

ｽﾃｯﾌﾟ 2 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ：（5/13, 6/10, 8/1,2, 9/1,17, 10/6 ,11/10, 12/1,25,26, 2/16）   4人  10人  36人

ｽﾃｯﾌﾟ 3研究ﾃｰﾏ数：（２） －   2人   1人

平成25 
年度 

ｽﾃｯﾌﾟ 1 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ：（5/11, 6/8,22, 7/27, 8/1, 9/7, 10/12, 11/9, 12/7,25, 2/23）  42人  41人 － 

ｽﾃｯﾌﾟ 2 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ：（5/11, 6/8,22, 8/1,2, 9/7, 10/12, 11/9, 12/7,25,26, 2/15,23）   1人  24人  54人

ｽﾃｯﾌﾟ 3研究ﾃｰﾏ数：（５） －   2人   4人

平成26 
年度 

ｽﾃｯﾌﾟ 1 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ：（5/10, 6/7,28, 7/31, 8/1,2, 9/6, 10/4, 11/8, 12/6,25, 1/25, 2/14） 100人  26人 － 

ｽﾃｯﾌﾟ 2 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ：（5/10, 6/7,28, 7/31, 8/1, 9/6, 10/4, 11/8, 12/6,25,26, 1/25, 2/14）   5人  16人  56人

ｽﾃｯﾌﾟ 3研究ﾃｰﾏ数：（６） －   3人   5人

平成27 
年度 

ｽﾃｯﾌﾟ 1 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ：（5/9, 6/6,18,27, 8/1,6,7,24, 9/5, 10/3, 11/7, 12/5,25)  91人  15人   1人

ｽﾃｯﾌﾟ 2 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ：（5/9, 6/6,18,27, 8/1,6,7,24, 9/5, 10/3, 11/7, 12/5,25, 1/6, 2/13)   8人  20人   1人

ｽﾃｯﾌﾟ 3研究ﾃｰﾏ数：（５） －   8人 － 

（出典：「理工学研究科」集計資料） 

 

・別添Web資料Ｂ－１－②－21 科学者の芽育成プログラム概要 

   http://www.mirai.saitama-u.ac.jp/program 

  

【分析結果とその根拠理由】 

学長のリーダーシップのもと、直轄組織である「学長室」及び「広報渉外室」と、理事・副学長を中心とする

全学組織との連携体制を軸として、各部局とも連携を図りつつ、中期計画に基づいた「①教育面での社会連携・

地域貢献」、「②研究面での社会連携・地域貢献」及び「③一般的な社会連携・地域貢献」の３つを柱に、各種活

動を展開している。 

以上のことから、計画に基づいた活動が適切に実施されていると判断する。 

 

 

観点Ｂ－１－③： 活動の実績及び活動への参加者等の満足度等から判断して、活動の成果が上がっているか。 

 

【観点に係る状況】 

＜新聞等の報道・反響＞ 

本学における各種活動は、新聞等の多くのマスメデイアから取り上げられており、また、日経ＢＰ社の「大学

ブランド・イメージ調査」【首都圏編】では、「地域社会・文化に貢献している」のブランド・イメージ項目にお

いて、平成22年度以降第１位を維持している。 

「社会調査研究センター」が埼玉県との共同により、平成27年度に実施した「人口減少に対応した地域づくり」
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意識調査では、平均回収率 70.5%を確保し住民からの高い関心が確認できるとともに、県庁でのプレス・リリー

ス記事は、読売、朝日、毎日、産経、東京、埼玉の各新聞等に掲載された（別添Web資料Ｂ－１－③－１）。 

「オープンイノベーションセンター」で行う産学連携等の各種取組は、多くの新聞等で取り上げられている（資

料Ｂ－１－③－Ａ）。 

「レジリエント社会研究センター」と岩手県大槌町が共同で実施する海岸再生のプロジェクトでは、岩手日報、

毎日新聞に掲載されるなど取組への関心が寄せられている（別添Web資料Ｂ－１－③－２）。 

 

資料Ｂ－１－③－Ａ 新聞等で取り上げられた「オープンイノベーションセンター」の取組件数 

年 度 掲載新聞等（件数） 

平成24年度 
埼玉新聞（３件）、産経新聞（１件）、日刊工業新聞（１件）、日本経済新聞（２件）、 

東京新聞（１件）、読売新聞（１件）、毎日新聞（１件）、朝日新聞（１件） 

平成25年度 
埼玉新聞（１件）、日刊工業新聞（１件）、日本経済新聞（１件）、読売新聞（２件）、 

上毛新聞（１件）、テレビ埼玉（２件） 

平成26年度 
埼玉新聞（５件）、日刊工業新聞（２件）、日本経済新聞（２件）、東京新聞（２件）、 

読売新聞（１件）、朝日新聞（２件）、化学工業新聞（１件） 

（出典：「オープンイノベーションセンター」年報 http://www.saitama-u.ac.jp/coic/gaiyou/nenpou/ ※各年

度「広報活動」の頁に掲載） 

 

・別添Web資料Ｂ－１－③－１ 「社会調査研究センター」調査実績 2015年11月 埼玉県・埼玉大学共同

住民意識調査 http://ssrc.saitama-u.ac.jp/news.html 

・別添Web資料Ｂ－１－③－２ 「レジリエント社会研究センター」トピックス（2016/03/15、2015/08/27掲

載分） http://iirs.saitama-u.ac.jp/index.php?Topics 

 

＜公開講座・セミナー等でのアンケート＞ 

本学が開催する公開講座、セミナー等で実施したアンケート調査の結果では、いずれも高い満足度を得ている。 

教育学部「附属教育実践総合センター」が開催する「教職員キャリアアップ・サポートセミナー」において、

平成26年度に実施した参加者アンケートの結果では、「研修内容の興味関心」、「研修内容の理解」、「研修会の満

足度」のいずれにおいても、４段階評価のうち上位２段階の評価をした者が94％を超えていた（前掲別添資料Ｂ

－１－②－５）。 

「オープンイノベーションセンター」が｢埼玉大学産学官連携協議会｣と共催している「産学交流会テクノカフ

ェ」において、平成26年度に実施した参加者アンケートの結果では、「テクノカフェの基調講演の内容はいかが

でしたか」の設問に対し、提出者の 64.3％から「満足」との回答があり、「プロジェクトの進め方は企業内開発

部門には必須で大変タメになりました」等の意見も寄せられた（別添資料Ｂ－１－③－３）。 

「レジリエント社会研究センター」が開催する「彩の国市民科学オープンフォーラム」おいて、平成27年度に

実施した参加者アンケートの結果では、「全体に対する満足度」の設問に対し、「大変満足」及び「満足」の割合

が79.0％であった（別添資料Ｂ－１－③－４）。 

全学的な公開講座である「連続市民講座」では、これまでのPart１～Part６の講座で実施したアンケート調査

の結果は、５段階の満足度調査において、平均3.9～4.2で推移しており高い満足度を得ている（資料Ｂ－１－③

－Ｂ）。 
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教養学部が開催する「ミュージアム・カレッジ」において、平成27年度に実施した参加者アンケートの結果で

は、提出者の89.6％から「興味深かった」、「新しい発見が得られた」との回答を得ている（別添資料Ｂ－１－③

－５）。 

 

資料Ｂ－１－③－Ｂ 連続市民講座アンケート結果（満足度） 

 
（出典：「広報渉外室」作成資料） 

 

・別添資料Ｂ－１－③－３ 第15回埼玉大学産学交流会 テクノカフェアンケート集計 

・別添資料Ｂ－１－③－４ 平成27年度彩の国市民科学オープンフォーラムアンケート集計結果 

・別添資料Ｂ－１－③－５ ミュージアム・カレッジ2015「旅と芸術─発見・驚異・夢想」アンケート集計 

   

【分析結果とその根拠理由】 

本学の取組は、新聞等のマスメディアでも多く取り上げられ、「ブランド・イメージ調査」においても近年１位

を維持するなど、社会からの関心が得られている。また、各種アンケートの結果においても、高い満足度が得ら

れており、活動の成果が上がっている。 

以上のことから、活動の実績及び活動への参加者等の満足度等から判断して、活動の成果が上がっていると判

断する。 

 

 

観点Ｂ－１－④： 改善のための取組が行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学の社会連携・地域貢献活動における改善のための取組は、理事・副学長を中心とする全学組織、学部・研

究科等の部局など、実施主体となる各組織が必要に応じて関係機関と連携を図り実施している。また、大学全体

のビジョンに基づき、大学総体として実現、又は改善すべき取組は、学長のリーダーシップのもとに、直轄組織

である「学長室」にプロジェクトチームを編成して、迅速に対応する仕組みを構築している。 

 

＜各取組での改善＞ 

教育学部「附属教育実践総合センター」では、「さいたま市コラボレーション推進委員会」（さいたま市教育委
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員会及び教育学部より計35人で構成）や、「さいたま教育コラボレーション推進委員会教員研修専門部会」（さい

たま市教育委員会及び教育学部より計７人で構成）の二つの組織との連携により検証を行っている。「附属教育実

践総合センター」における「教職員キャリアアップ・サポートセミナー」では、検証及び協議の上次年度のセミ

ナーの立案に活かすとともに、参加者の声を取り上げ、テーマを選定するなどの取組を行った（別添資料Ｂ－１

－④－１）。 

「オープンイノベーションセンター」では、「埼玉大学産学官連携協議会」から、事業活性化のための異種交流

（工場見学）の提案を受け、検討した結果、「埼玉大学産学官連携協議会」の会員を対象として、新しい価値の創

造に向け、多種多様な産・産連携を図ることを目的に、「異業種交流（工場見学会）」を平成23年度から開始する

など、改善の取組が図られている（別添Web資料Ｂ－１－④－２）。 

また、全学的な公開講座である「連続市民講座」では、「社会連携室」において検討を行っている。具体的な改

善事例では、開始当初からの地域性を重視したタイトルである「連続市民講座「埼玉学のすすめ」」について、平

成 25 年度までに実施したPart４までのアンケートの状況（別添資料Ｂ－１－④－３）を踏まえ、希望テーマが

「環境」や「経済」など多岐にわたってきたことから、地域性を重視しつつも「埼玉大学連続市民講座」に改め

た。また、平成26年度開催のPart５では、「環境」をテーマとする（前掲資料Ｂ－１－②－Ｊ）など、意見を踏

まえた改善が図られている。 

 

・別添資料Ｂ－１－④－１ 教員研修モデルカリキュラム開発プログラム報告書 ６、７頁 

・別添Web資料Ｂ－１－④－２ 異業種交流（工場見学会） 

   http://www.saitama-u.ac.jp/coic/kyougi/inspection/ 

・別添資料Ｂ－１－④－３ 連続市民講座「埼玉学のすすめ」実施状況及びアンケート集計結果（平成 21 年

～平成25 年度実施分） 12頁 

 

＜大学全体の新たなビジョンに基づく取組＞ 

本学ではこれまでも、基本方針である「埼玉大学は現代が抱える課題の解決を図る」に則って活動を推進して

きたところであるが、新たなビジョンを掲げ、広域地域の活性化中核拠点として、より一層の機能強化を図るこ

ととしている（前掲別添Web資料Ｂ－１－①－２）。 

ビジョンの背景として、地域のニーズを把握し、そのニーズに即した人材育成と輩出が急務となっていること、

また、地域によっては、医療・福祉・介護・ヘルスケア等の課題や、中小企業の競争力強化支援の必要性など、

様々な課題がある。 

これらの課題に対応すべく、学長の直轄組織である「学長室」のもとに、担当理事を中心とするプロジェクト

チームを結成して検討を重ね、平成28年４月に、地域のニーズに則した人材育成のための「統合キャリアセンタ

ーＳＵ」（前掲資料Ｂ－１－②－Ｂ）や、文理融合型産学官金・共創スペース「先端産業国際ラボラトリー」（前

掲資料Ｂ－１－②－Ｉ）を設置した。 

 

【分析結果とその根拠理由】 

改善の取組は、実施主体となる各組織が中心となり、関係者の意見等を踏まえ対応している。また、学長のリ

ーダーシップのもとに、全学的なビジョンを踏まえ、社会連携・地域貢献活動の機能強化への改善も促進してい

る。 

 以上のことから、改善のための取組が行われていると判断する。 
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（２）目的の達成状況の判断 

基本方針や新たなビジョンを踏まえ設定された中期目標に基づき、具体的な中期計画を定めており、学長のリ

ーダーシップのもと、直轄組織である「学長室」及び「広報渉外室」と、理事・副学長を中心とする全学組織と

の連携体制を軸として、各部局とも連携を図りつつ、中期計画に基づいた各種活動を展開している。 

 本学の取組は、新聞等のマスメディアでも多く取り上げられ、「ブランド・イメージ調査」においても近年１位

を維持するなど、社会からの関心が得られている。また、各種アンケートの結果においても、高い満足度が得ら

れており、活動の成果が上がっている。さらに、全学的なビジョンを踏まえ、社会連携・地域貢献活動の機能強

化への改善も促進している。 

 以上のことから、目的の達成状況が良好であると判断する。 

 

 

（３）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

○平成 26 年度より埼玉県が展開する先端的な研究成果と県内中小企業の優れた技術を融合させて新たな成長

を創り出す「先端産業創造プロジェクト」へ参画している。県から埼玉大学先端産業実用化開発事業費補助金

の交付を受け、「次世代有機太陽電池の研究開発」、「生活支援ロボットの研究開発」及び「感染症及びがんの早

期検出・診断薬の研究開発」の３プロジェクトを推進しており、製品化にも繋がっている。（観点Ｂ－１－②） 

○「レジリエント社会研究センター」では、東日本大震災からの復興支援及び地域活性化に寄与するとともに、

防災・減災工学、砂浜再生などの海岸工学分野における技術開発に貢献するため、平成27年６月に岩手県大槌

町と協定を締結した。当該センターと大槌町は震災以降、「防潮堤周辺の減災構造を高める海岸林構造」や、「震

災により消失した浪板海岸の砂浜再生手法の検討」のプロジェクトを共同実施している。（観点Ｂ－１－②） 

○平成21年度の本学創立60周年を機に、一般の市民を対象に読売新聞さいたま支局との共催による「連続市

民講座」を開始した。全学的な公開講座として、平成21年度～27年度の間にPart１～６の講座を開講してお

り、講座ごとにテーマを変え、また、本学の各学部・研究科の教員が講師となり、講座の中で毎回異なる講師

が、様々な角度からテーマに沿った講演を行うなど工夫を凝らした講座を開設し毎回多くの参加者を得ている。

（観点Ｂ－１－②） 

○新たなビジョンを掲げ、社会連携・地域貢献活動の機能強化を図るため、学長の直轄組織である「学長室」

のもと、担当理事を中心とするプロジェクトチームを結成して検討を重ね、平成28年４月に、地域のニーズに

則した人材育成のための「統合キャリアセンターＳＵ」や、文理融合型産学官金・共創スペース「先端産業国

際ラボラトリー」を設置した。（観点Ｂ－１－④） 

 

【改善を要する点】 

 該当なし 
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